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資料１「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の全体像

構造躯体の破壊，非構造材
の脱落等

内水氾濫による静水と堤防
決壊等による水流が同時に
作用する状況を再現

建物モデル
（実物大に相当）

耐水害性能

上水槽

下水槽

水路

水路

図2 木造住宅の水圧・波圧抵抗性検証実験のイメージ

■背景・現状：
○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ，河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策である「流
域治水」への転換が，ソフト・ハード一体で進められている。
○ その一環である新築住宅等の浸水被害の軽減対策として，特定都市河川の流域におけるゾーン指定（以下「レッドゾーン」と
いう）における建築規制基準※１，及び住宅性能表示制度における耐浸水性能評価基準等の整備に向け，国土交通省をはじめ，
国総研・建研，住宅関係団体※２等が検討を進めているところ。
○ 既存の木造住宅においては，水災害時の安全確保方策として上階への避難の有効性が推奨されているが，浸水深や流速，水位
上昇速度によっては，その構造安全性が担保されているとは言い難い。
○ 基準等が求める耐浸水性能を事後的に付与することが困難な既存住宅に対しては，改修の可能性を考慮した，より実効性・実
現性のある対策技術の開発・普及が必要。

※１今国会で成立した「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律」（流域治水関連法）にて創設予定
※２住宅生産団体連合会（住団連）

■実施内容： ○全国各地で頻発化している洪水等の水災において，国民の生命・財産を守るためのシナリオを整理する。
○うち，いくつか（例えば図1の右上と左下）について，その前提条件となる構造安全性確保方策を検討し，設計
方法，既存住宅の改修方法等を考案してガイドラインとして公表する。

背景・現状，実施内容

図1 洪水時の人命・財産の安全を確保するシナリオ(案)
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資料２ 元施策の概要

※1 独立行政法人通則法の規定により，現行の中長期計画はR3年度で終了，次
期計画はR4年度から開始予定のため

PRISM実施期間

■元施策①：「自然災害による木造建築物の被害状況分析」「水害リスクを踏まえた建築・土地利用とその誘導のあり方研究」
・洪水，地震，津波等の自然災害に対して木造建築物に入力された外力と被害の関係について，建築構造学的に分析する。
・頻発する都市における洪水による浸水被害を対象に，浸水リスクを踏まえた建築・土地利用とその誘導のあり方を検討する。
〈予算状況〉R3年度：計 9,062千円, R3執行状況/6,958千円, R4概算要求/1,862,221千円の内数（運営費交付金）
■元施策②：「住宅の洪水時の耐浸水性能に関する検討」【R3-R5，建築基準整備促進事業採択課題】
住宅の計画・設計段階における耐浸水性能を評価する日本住宅性能表示基準及び評価方法基準の整備に資する技術的資料をと
りまとめる。
〈予算状況〉R3年度：15,000千円, R4要求額未定（住宅局），採択事業者：(一財)日本建築防災協会

元施策の概要

実施事項【FS】
・各被災地域における浸水
深，流速等に関する実測
データの収集と被害の関
係性の検証

・水災下における木造住宅の
安全確保シナリオの検討

実施事項
・洪水時における木造建築

要素の流体力抵抗性検証

実施事項
・洪水時における木造建築

要素の部分破壊実験
・平面が整形の木造住宅の
流体力抵抗性検証実験

実施事項
・洪水時における木造住宅の
流体力による部分破壊実験

・浸水想定エリアにおける木
造住宅の構造設計・上階避
難安全担保改修技術の提案

R5 R6R4R3

【
P
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M
】

○ 特定都市河川法に基づ
くレッドゾーンにおける
規制基準
○ 日本住宅性能表示基
準・評価方法基準におけ
る耐浸水性能に係る表示
項目・評価方法の設置

実施事項
・木造住宅の水害時の外力と

被害の関係の力学的分析

・再建の実績の関係を分析

実施事項（予定※1）
・木造住宅の水害低減に資する性能評価技術の開発
（木造住宅の耐水害性能評価法、流体力の理論的検討、復旧容易性評価）
・都市における洪水による浸水被害を対象に，浸水リスクを踏まえた建築・
土地利用とその誘導のあり方を提案
・平面が整形の木造住宅の流体力抵抗性検証・部分破壊実験

元
施
策
①

実施事項
・住宅の耐浸水性能に係る要求水準，及び要求水準の評価方法を検討
・評価における試験方法の妥当性検証 等元

施
策

②

元施策による理論の実験的裏付けとなる技術データを
蓄積し，政策の実効性を担保するとともに，既存木造
住宅の対水災安全性確保技術を具現化

基準を反映した，実効性
のある改修方等の具体の
対策技術を例示・普及
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資料３-１ 「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の概要①
（国立研究開発法人 建築研究所 アドオン：54,000千円/元施策：1,862,221千円の内数（運営費交付金） ）

■課題：水害リスクが想定される地域で2階への避難が推奨される木造住宅について，構造安全性が必ずしも担保されていない。
■目標：流域治水における「被害の軽減，早期復旧・復興のための対策」として，浸水時の木造住宅の安全確保対策を促進する。
■出口戦略：既存木造住宅の水害対策技術等をガイドラインとして公表し，事業者や住宅所有者等による浸水対策としての改修が

促進され，もって水害時の経済被害の最小化に寄与する。住宅リフォーム市場に「水害対策のための改修」という新たな
カテゴリーが創設される。

全体概要

構造躯体の破壊，非構造材
の脱落等

内水氾濫による静水と堤防
決壊等による水流が同時に
作用する状況を再現

建物モデル
（実物大に相当）

耐水害性能

上水槽

下水槽

水路

水路

図2 木造住宅の水圧・波圧抵抗性検証実験のイメージ

■背景・現状：
○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ，河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策である「流
域治水」への転換が，ソフト・ハード一体で進められている。
○ その一環である新築住宅等の浸水被害の軽減対策として，特定都市河川の流域におけるゾーン指定（以下「レッドゾーン」と
いう）における建築規制基準※１，及び住宅性能表示制度における耐浸水性能評価基準等の整備に向け，国土交通省をはじめ，
国総研・建研，住宅関係団体※２等が検討を進めているところ。
○ 既存の木造住宅においては，水災害時の安全確保方策として上階への避難の有効性が推奨されているが，浸水深や流速，水位
上昇速度によっては，その構造安全性が担保されているとは言い難い。
○ 基準等が求める耐浸水性能を事後的に付与することが困難な既存住宅に対しては，改修の可能性を考慮した，より実効性・実
現性のある対策技術の開発・普及が必要。

※１今国会で成立した「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律」（流域治水関連法）にて創設予定
※２住宅生産団体連合会（住団連）

■実施内容： ○全国各地で頻発化している洪水等の水災において，国民の生命・財産を守るためのシナリオを整理する。
○うち，いくつか（例えば図1の右上と左下）について，その前提条件となる構造安全性確保方策を検討し，設計
方法，既存住宅の改修方法等を考案してガイドラインとして公表する。

背景・現状，実施内容

図1 洪水時の人命・財産の安全を確保するシナリオ(案)
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○ 元施策が行う，新築時における住宅等の建築規制に関する技術基準や，住宅性能表示制度における耐浸水性
能評価基準等の整備のための理論的分析に対し，PRISMにより，
・木造住宅に作用する流体力に対する水平抵抗、滑動抵抗、転倒抵抗性能の過度に安全率を見込まない合理
的な設計法が誘導することで、建築制限下での安全確保、性能表示制度における耐浸水性能の前提となる
構造安全性を容易に検証でき、両施策の適用容易性を向上し、施策実現を加速する。

・新築住宅への更新や戸内浸水を防ぐ対策のみならず、既存住宅の耐浸水構造安全の確保、及び部分的な破
壊を許容して躯体の流失を防ぐ方法はコスト面で優位性があり、建築制限下の安全確保や耐浸水性能確保
の適用容易性を向上させ、施策の実効性を向上するとともにその実現を加速する。

○ 具体の対策技術はガイドラインにとりまとめて公表し，木造住宅の事業者や住宅所有者等における対策技術
の選択肢が増え，対策実施が加速される。

元施策がどのように加速されるのか

既存木造住宅の水害対策技術等をガイドラインとして公表し，事業者や住宅所有者等による浸水対策としての改修が促進され，
もって水害時の経済被害の最小化に寄与する。住宅リフォーム市場に「水害対策のための改修」という新たなカテゴリーが創設さ
れる。

出口戦略

資料３-１ 「流域治水における被害軽減のための木造住宅の水害対応技術の開発」の概要①
（国立研究開発法人 建築研究所 アドオン：54,000千円/元施策：1,862,221千円の内数（運営費交付金） ）
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資料４ 令和３年度の成果

① 各被災地域における被害に関する実測データの収集，及び既存の抗力式等の妥当性の検証

(1)浸水深･流速、被害情報の収集（浸水深･
流速の推定、図面等収集作業進行中）

2’45” 2’50”

画面上の長さ13.37 mm
＝実際の長さ2.73 m

画面上の長さ41.10 mm
→実際の長さ8.39 m

側溝板1枚分(短辺)
＝400 mm

画
角

(8.39＋0.4)／5＝1.76 (m/s)・・・流速

0.70 m
=画面上11.89 mm

画面上11.61 mm
=0.68 m
画面上15.29 mm
=0.90 m

   

画面上22.02 mm
=0.68 m

画面上9.32 mm
=0.288 m

0.9－0.29＝0.61 (m)・・・浸水深

フェンスのカタログより
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資料４ 令和３年度の成果

＜

① 各被災地域における被害に関する実測データの収集，及び既存の抗力式等の妥当性の検証

(1)浸水深･流速、被害情報の収集 (2) 公営住宅の構造仕様と被害情報の
収集（浸水深･流速の推定作業進行中）

災害名 都道府県 事業主体 団地名 床上浸水
棟数

平成30年
７月豪雨

岡山県 和気町 Ｓ団地 20

山口県 岩国市 Ｎ団地･Ｓ
団地 17

令和元年
東日本台風
（19号）

宮城県 宮城県 Ｍ住宅 16
福島県 福島県 Ｋ団地 6
宮城県 角田市 2

調査対象として絞り込まれた61棟

当初、113棟がリストアップされたが、
木造として収集したにも拘わらずPC造であったり、
浸水深が浅かったりするなどの理由で絞り込まれた。

○ 抗力式・抗力係数の妥当性検証

・各地点に作用した水平力や浮力と，
建築物の水平耐力や重量を算出

・それらの関係性を考察し，抗力式や
抗力係数（CD＝2.1）の妥当性を検証

抗力式：𝐹𝐹𝑎𝑎 =
1
2𝜌𝜌𝐶𝐶𝐷𝐷𝐵𝐵 ℎ − 𝑧𝑧 𝑣𝑣2

 

𝐹𝐹𝑎𝑎𝑎𝑎 =
1
2
𝜌𝜌𝐶𝐶𝐷𝐷 � 𝐵𝐵(𝑦𝑦)𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑣𝑣2

𝐻𝐻

𝑧𝑧2

 

ここで、H：浸水深又は建築物高さの小さい方(m) 
①の場合 0 (m) 

        z2 =   ②の場合：基礎高さ(m) 
③の場合：土台天端高さ(m) 

        B(y)：開口部の幅を除いた建築物の幅(m) 
    y：建築物の高さ方向座標(地盤面を原点：m) 

 
 
 
 
 
 
 
土台    基礎   z2(②)  z2(③) 

図 2 滑動を生じさせる流体力 
 

y 

①
の
場
合 

Fbu 

H 

D 
hs 

Fas≦μW
滑動を生じない

○ （例えば）滑動を生じさせる水平力

実際の被害もない
CD=2.1は妥当
実際には滑動
提案：CD＞2.1

＜
実際にも滑動発生
CD=2.1は妥当
実際には被害なし
提案：CD＜2.1

Fas＞μW
滑動を生じる


